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Ⅰ 国の出先機関原則廃止をめぐる国と地方の検討経緯

Ｈ２２．６．２２
■「地域主権戦略大綱」策定
・出先機関は「原則廃止」

Ｈ２２．１２．２８
■｢アクション・プラン｣策定
・出先機関「丸ごと移管」を基本
・Ｈ２４年通常国会に法案提出
（Ｈ２６年度中の移管）

■知事会議
四国広域連合（仮称）
設立に向け４県知事合意

Ｈ２４．２．４

Ｈ２２．１２．１
■関西広域連合設立
①７分野の広域事務
②国出先機関の移管

関西広域連合 国 四国知事会

検
討

｢四国と近畿の結節点」として、スピード感を持ち四国の方針を決定！

｢関西の一員｣として
制度設計をリード！

「四国の受け皿」

準備が必要！

Ｈ２３．１２．２６
■「地域主権戦略会議」開催
「広域的実施体制の枠組み
（方向性）」決定
・広域連合制度をベース
・ブロック単位で一括移管

Ｈ２２．１．８
■関係府県知事会議
・設立時期をめぐり、分裂の危機

→地方分権には、

一致結束が必要
年内設立を目指すことを合意

Ｈ２２．５．３１
■四国知事会議
検討のための部長会議

の設置を決定

Ｈ２２．７．９
４県広域連携部長会議
の初会合

Ｈ２３．５．２６
■移管対象機関決定
①経済産業局
②地方整備局
③地方環境事務所
④農政局
⑤運輸局

九州と
一致

時

間

的

な

流

れ

Ⅱ 国の出先機関のブロックの状況

島根県

広島県

鳥取県

岡山県 滋賀県

◆「近畿」ブロック
【関西広域連合への移管を目指す】◆「中国」ブロック

◆「中四国」ブロック（中国地方と要調整）

・近畿経済産業局
・近畿地方整備局

・近畿地方環境事務所
・近畿農政局

・近畿運輸局

愛媛県

高知県 徳島県

香川県
◆「四国」ブロック

【四国広域連合（仮称）への移管を目指す】

・第１段階：四国経済産業局

※桃色は、関西広域連合

参加府県

「広域的実施体制の枠組み（方向性）」決定

（広域連合制度をベース）（ブロック単位で一括移管）
【まとめ】

・第２段階：中国四国農政局

中国四国地方環境事務所

関西広域連合構成府県と国出先機関の
所管エリアの相違について、対象エリアの
変更も含めて検討し、国と議論

全国知事会は、８府省１５系統の移管を主張
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Ⅲ 西日本から広域行政の推進をリード

・「国の出先機関の移管」
が設立の目的

・関西広域連合と調整を
図りつつ、国の出先機関
改革を進める。

・関西広域連合と同じく、
経産局、地整局、環境事
務所の移管を目指す

※九州広域行政機構（仮称）

【徳島の役割】
①「四国と近畿の結節点」である本県が、

関西広域連合でのノウハウを活用
②四国でも広域行政の推進にスピード感を持って対応
③四国と関西から、さらには西日本から

地方分権改革を発信

→東北地方など広域連合設立に向けた動きを促進

（事務レベルでの検討を開始）

※中国広域連合（仮称）

関西広域連合

（Ｈ２２．１２．１設立）

四国広域連合（仮称）

（Ｈ２５年秋までに設立）

（参考） 広域連合の概要

関 西 広 域 連 合

設立時期 平成２２年１２月１日

構成団体

遅くとも平成２５年秋までの設立を目指す

四国広域連合（仮称）

【当初検討対象とした５機関】

経産局、地整局、環境事務所、
農政局、運輸局

経産局、地整局、環境事務所

九州との調整により、３機関の
移管を国に対し求める

滋賀県、京都府、大阪府、和歌山県、
兵庫県、鳥取県、徳島県

、香川県、愛媛県、高知県徳島県

目 的 ①府県域を越える広域課題に取り組み、
地方分権の突破口に！

①出先機関の受け皿に

・第１段階：四国経済産業局

・第２段階：中国四国農政局、
中国四国地方環境事務所

①広域防災 ②広域観光・文化振興
③広域産業振興 ④広域医療

⑤広域環境保全 ⑥資格試験・免許等

⑦広域職員研修

※広域行政の枠組みを用意し、内容を
充実していく方法

①野生鳥獣害対策

②四国八十八箇所霊場と遍路道の
世界遺産登録に向けた取組み

③中国をはじめ、東アジア諸国への
輸出振興 など

②四県で共有する喫緊の課題への対応②出先機関の受け皿に
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